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一
〇
月
十
九
日
、
埼
玉
県
人
事
委
員
会
は
、
議
会
及
び
知
事
に
対
し
、
「
職
員
の
給
与
等
に

関
す
る
報
告
、
勧
告
及
び
意
見
」
を
行
い
ま
し
た
。
内
容
の
概
要
は
、
次
の
通
り
で
す
。

今
回
の
埼
玉
県
人
事
委
員
会

勧
告
は
、
月
例
給
・
一
時
金
の

改
善
、
地
域
手
当
の
割
合
の
ア

ッ
プ
と
い
う
内
容
に
な
り
ま
し

た
。
四
年
連
続
の
給
与
改
善
勧

告
は
、
こ
れ
ま
で
の
組
合
の
粘

り
強
い
取
り
組
み
の
成
果
と
い

え
ま
す
。

し
か
し
こ
の
間(

四
年
間)

の

消
費
税
増
税
・
物
価
の
上
昇
を

考
え
れ
ば
、
私
た
ち
の
生
活
の

改
善
に
は
至
っ
て
い
ま
せ
ん
。

何
よ
り
も
中
高
年
齢
者
の
生

活
を
苦
し
め
て
い
る
の
は
二
〇

一
五
年
度
か
ら
強
行
さ
れ
た
「
給
与

制
度
の
総
合
的
見
直
し
」
で
す
。
こ

れ
に
よ
り
中
高
年
齢
層
は
一
万
円
前

後
の
大
幅
な
給
与
削
減
に
な
り
ま
し

た
。
組
合
の
粘
り
強
い
交
渉
に
よ
っ

て
、
現
状
の
給
与
を
段
階
的
に
下
げ

て
い
く
「
現
給
補
償
」
と
い
う
措
置

が
実
現
し
ま
し
た
が
、
そ
の
措
置
も

今
年
度
で
終
了
し
ま
す
。
※

こ
れ
で
は
、
１
０
０
０
円
に
満
た

な
い
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
（
中
高
年
層
）

や
〇
．
三
％
の
地
域
手
当
ア
ッ
プ
で

は
、
と
て
も
も
と
の
水
準
に
は
戻
り

ま
せ
ん
。

て
参
加
し
ま
す
。
第
一
回
の

交
渉
は
十
一
月
七
日
で
す
。

例
年
、
第
二
回
、
第
三
回
と

交
渉
を
重
ね
て
い
ま
す
。

終
盤
に
は
、
多
く
の
組
合

員
が
直
接
意
見
を
述
べ
る
交

渉
に
な
る
で
し
ょ
う
。
越
教

組
も・

真
に
賃
金
ア
ッ
プ

・
実
効
性
の
あ
る
多
忙
化

解
消
の
実
現

等

教
職
員
の
生
活
改
善
の
た
め

積
極
的
に
交
渉
に
参
加
し
、

力
を
出
し
切
る
覚
悟
で
す
。

ま
た
一
時
金(

ボ
ー
ナ
ス
…
期
末

手
当
と
勤
勉
手
当
か
ら
な
る)

も
問

題
で
す
。
ア
ッ
プ
分
は
、
成
果
主
義

を
反
映
す
る
勤
勉
手
当
に
組
み
込
ま

れ
、
全
て
の
職
員
が
享
受
で
き
る
改

善
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

※
二
〇
一
五
年
…
全
額
保
補
償
。

二
〇
一
六
年
…
２
／
３
の
補
償
。

二
〇
一
七
年
…
１
／
３
の
補
償
。

二
〇
一
八
年
…
補
償
な
し
の
完
全

実
施

≪賃金改定≫ △…アップ ▼…ダウン

○民間給与との較差(－９４９円…0.24%)

を解消する。
❏初任給・若年層に重点をおきつつ

中高年層・再任用者も含めてベース

アップ

・若年層1000円△ 中高年層400円△
・再任用者400円△

❑地域手当９.７%→９.８%(△0.1%)

来年度４月からは１０％△

○一時金も民間との較差(－0.1 月)を解

消する。

❏４.３月→４.４月(△０.１月)

≪その他≫
❏受験準備の負担軽減を図った新方式

の職員採用試験は今後も実施。教員

採用試験説明会など情報発信のあり

方について今後検討。
❏女性職員が活躍しやすい環境づくり

推進の重要性。

❏職場環境の整備（多様で柔軟な働き

方・ワークライフバランスの推進・
働きやすい職場づくりの推進）

人事院は、ほぼ５年おきに退職金の官民格差を調査

し、政府に報告しています。５年前の報告では国家公

務員と民間企業との間に４００万円の格差があると報

告。時の政府は一気に14.9％…４００万円の削減を即
決しました。

埼玉県を含む各地方もこれに同調、多くの反対に背

を向け、国同様４００万円の削減を強行しました。

削減は ２０１３年１月 ２０１３年１０月 ２０
１４年７月の３回に分けておこなわれました。特に年

度末を待たず１月になって退職者を募るなど、学校の

実態を無視した対応で、当時の学校職場に大きな混乱

をもたらしました。
今年も人事院は、退職金の官民格差を調査し、政府

に報告しました。報告はまたも官民格差が７８万円程
度の差があるというもので、政府は退職金３．３７％

の削減方針を固めたといいます。（9/20東京新聞）
今回の人事委員会の勧告では退職金についての言及

はありませんでしたが、今後の国会で国家公務員の退

職金削減が提案され可決されるようなことがあれば、

前回同様、各都道府県も急きょ削減案を出し、強行す

ることが予想されます。

人事委員会勧告の概要

またも退職金カット！？
「
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
」

の
項
で
は
「
職
員
の
健
康
管

理
」
「
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
防

止
」
「
教
職
員
の
負
担
軽
減
」

に
言
及
し
て
い
ま
す
。
と
り
わ

け
「
教
職
員
の
負
担
軽
減
」
は

三
年
連
続
で
す
。
し
か
し
そ
の

内
容
は
、
国
の
「
働
き
方
改

革
」
同
様
、
長
時
間
過
密
労
働

・
多
忙
化
の
抜
本
的
解
消
と
い

う
視
点
を
欠
い
て
い
ま
す
。

多
忙
化
の
抜
本
的
解
消
に
必

要
な
こ
と
は
、
一
人
一
人
が
担

う
仕
事
の
絶
対
量
を
削
減
す
る

こ
と
で
あ
り
、
そ
れ
は
大
幅
な

定
数
増
お
よ
び
そ
れ
に
基
づ
く

人
員
増
で
こ
そ
実
現
さ
れ
ま

す
。学

校
現
場
の
異
常
な
実
態
が

い
く
つ
も
の
調
査
で
明
ら
か
に

さ
れ
、
社
会
的
に
も
ク
ロ
ー
ズ

ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
ま
す
。
多
忙

化
解
消
を
教
職
員
の
「
意
識
改

革
」
や
業
務
改
善
、
校
務
運
営

組
織
の
見
直
し
に
求
め
る
こ
と

は
、
問
題
を
矮
小
化
し
、
そ
の

責
任
を
学
校
現
場
や
教
職
員
に

押
し
付
け
る
も
の
で
す
。

長
時
間
過
密
労
働
・
多
忙
化

問
題
の
本
質
か
ら
目
を
そ
ら
す

人
事
委
員
会
の
姿
勢
に
は
大
き

な
問
題
が
あ
り
、
勧
告
は
極
め

て
不
十
分
な
も
の
と
な
っ
て
い

ま
す
。

今
後
の
勧
告
を
受
け
て
組
合

に
対
し
、
県
当
局
提
案
が
行
わ

れ
ま
す
。
埼
教
組
は
「
地
公
労

共
闘
会
議
」
の
メ
ン
バ
ー
と
し


